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1.「阪神・淡路大震災」級の地震が発生した場合の被害の目安を求めてみよう 

 

前回は,実戦的な地域防災計画を策定するには,災害イメージや応急対策活動のイメージを具

体的に把握できるデータが重要であることを強調した。また,そのためには,実戦的な地域防災計

画の策定を念頭に置いて企画された被害想定が必要であることも指摘しておいた。 

しかしながら,本格的な被害想定は経費もかかるため市町村では取組みにくいという事情があ

る。そこで今回は,阪神・淡路大震災のデータを当該市町村用に読み替えるという方法で,「阪神・

淡路大震災」級の地震が発生した場合の,あなたの市町村の被害の目安を求めてみよう。 

表 1は,阪神・淡路大震災の被害データを人ロ・世帯数で読み替えて算定した,市町村のモデル

人口(世帯数)別の想定被害量を示したものである。 

この表を用いると,「阪神・淡路大震災」級の地震が発生したときの市町村の被害量の目安を簡

単に得ることができる(もちろん,市町村の地形・地盤条件,住家・防災施設等の施設条件,人口分

布・構成等の社会的条件等を考慮できれば,なお良いのであるが,簡便であることを良しとするな

らばこの表が適当である)。 

この方法は簡便ではあるが,実際の地震被害データに基づいていることから,へたな被害想定

よりはよほど妥当性が高いと自負している。 

さて今回は,表1に示した項目のうち,人的被害に関係するもの(死者数,負傷者数,重傷者数)に

っいて,その想定被害量をもとに災害イメージや応急対策活動のイメージを具体的に描き,予想

される問題点や課題を把握してみよう。 

(なお,人的被害以外の項目については次回で検討する予定である。) 
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2.死者数 

 

阪神・淡路大震災級の地震に襲われたとき,人口 10 万人クラスの市では約 250～500 人程度の

死者が出る可能性がある。人口 1万人クラスの町村でも約 25～50 人といったように,死者はかな

りの数に上ることが考えられる。 

この数字をもとに災害イメージ(あるいは応急対策活動のイメージ)を具体的に描いてみよう。 

まず,これだけ多くの死者が発生した場合には,通常の火葬能力では全く対応できなくなると

いうことがイメージできなければいけない。さらに,火葬場が被害を受け,使用不能になる可能性

が高いということも予想できなければならない。 

さて,ここまではイメージできたとしてもそこに止まっていては本当の意味で災害イメージを

掴んだとはいえない。あわせて,遺体の検案・検視(医者,監察医が不足する),枢の手配(必要な数

だけの枢がすぐには揃えられない),遺体の収容・安置(身元確認のできない遺体が多くなり保存

も長期化する。夏期などの場合は特にドライアイスの手配なども重要になる),遺族・親族等への

連絡(電話回線の不通のため連絡はきわめて困難になる。また,交通事情の悪化で遺族・親族が予

定どおり火葬場・葬儀場に集まれるとは限らない),霊枢車等の手配(霊枢車の不足や道路事情悪

化の問題がある)の点でも,通常では考えられない困難な事態が続出することを想像できなけれ

ばならない。 

このように,「死者」に係わってくる活動の様子を得られた数字を手掛かりに具体的に読み解

いていくことが必要であり,その結果,死者対策に係る応急対策上の問題と対策のあり方が具体

的に見えてくるようになる。 

 

 

3.負傷者数 

 

阪神・淡路大震災級の地震が襲った場合,人口 1 万人の町村で負傷者数が 150～300 人,人口 10

万人の市では 1,500～3,000 人に上ることになる。 

負傷者のうち,多くの軽傷者は自力で近くの病院に診療を求めるであろうが,その時に管内の

病院・医院は対応可能であるか。病院・医院自身が被災し,診療能力が低下している場合に,市町

村は負傷者に対しどのような診療機会を用意したらよいのか。 

また,地震により道路,鉄道,港湾などで事故が発生し,大量の負傷者が生じたときには,現地で

の医療活動をどのように展開するのか。その場合,市町村はどのような役割を果たすことになる

のか(医療救護班の編成は必要となるのか,患者搬送体制はどうするのか,薬品等の調達はどこが

責任を持っのかなど)などがイメージできているであろうか。 
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4.重傷者数 

 

阪神・淡路大震災級の地震に襲われたとき,人口 10 万人クラスの市では約 250～500 人程度,人

口 1万人クラスの町村でも約 25～50 人程度の重傷者が出る可能性がある。 

管内の医療機関も被災することから,この位の数の重傷者が発生すると,被災地内での十分な

治療は不可能となる恐れが高い。そのような場合,後方搬送しなければならないが,重傷者数が多

いことから管内所有の救急車による搬送だけで対応するのは到底無理と考えられる。 

では,どのように対応するのか。このようなときは家人による自家用車搬送が重要な意味を持

つが,彼らは受入れ可能な病院がどこにあるかを知らないため,その情報を与えてやる必要があ

る。しかし,その情報は誰がどのようにして入手し,彼らに伝達するのか。 

さらに,より事態の切迫している重傷者はヘリコプターで搬送することも想定しなければいけ

ない。この場合,主力ヘリポートへ至る道路が寸断される恐れはないか,寸断された場合にはどの

ような方法で代替するのか。さらには,孤立山間地で発生した重傷者に対してはどのようにヘリ

コプター運用をするのか。 

等々を解決するべき課題として浮かび上がらせることができなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


